








　自然の権利訴訟は、アメリカの生態学者アルド・レオポルド（Aldo Leopold：1887 ～ 1948）が提唱した土地倫理
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野生動物種および緊急指定種の三つをいう。国内希少野生動物種と緊急指定種は、捕獲、採取、殺傷、損傷などが
禁止される。国際希少野生動物種は、ワシントン条約や渡り鳥保護条約などによって国際的な取引が制限・禁止さ
れた動植物種が該当する。
　さらに、商業的に個体を繁殖させてできたものは、特定国内希少野生動植物種といい、人工繁殖させ、流通売買
が認められている。これに該当する物は、レブンアツモリソウ、ハナシノブ、キタダケソウなど、６種の植物がある。
　法は、生息地等保護区を定め、野生生物を守る。管理地区では、建築物の建築、宅地造成、鉱物・土石の採取、
埋立て木竹伐採、たき火などが制限される。監視地区では規制はゆるい。
　環境大臣が、生息地等保護区を指定するときは、指定案が14日間公開されるので、その間に区域の住民や利害関
係人は、意見書を提出ができ、また公聴会が開かれることもある。（法28条４項、６項）
　天然記念物については、1919年に史蹟名勝天然記念物保存法によって内容が定められ、1950年の文化財保護法に
引き継がれている。天然記念物に指定されるものは、わが国にとって学術上価値が高いものである、動物、植物お
よび地質鉱物である。日本固有の動物、日本著名の動物、名木、巨樹、代表的な高山植物、稀有の森林植物層、珍
奇または絶滅に瀕した植物の自生地など30の区別がある。天然記念物の中でとくに価値が高いものは、特別天然記
念物に指定される。
　天然記念物の指定は、都道府県の教育委員会が調査をして、地元の市町村、関係行政機関、所有者などと話し合
って、文部科学大臣に指定を要請する。大臣は、文化財保護審議会の意見を聴き、審議会から指定を適当とする答
申が出されると、天然記念物に指定する。
　天然記念物は、所有者、文化庁長官が指定した地方公共団体・法人などが管理し、費用も負担する。天然記念物
に指定されると、開発行為などが制限される。天然記念物を採取・捕獲したときは、５年以下の懲役・禁固または
30万円以下の罰金が科される。（法196条１項）
　2009年２月１日現在、動物では、天然記念物が171件、特別天然記念物が21件、また植物では天然記念物が509件、
特別天然記念物が30件、それぞれ指定されている。天然保護区域は23件となっている。動物については、個体だけ
ではなく、生息地も含めて保護することが望ましいが、生息地が指定されても、最低限の面積しか指定されていな
いので、生物種の保存には不十分である。シマフクロウ、ヤンバルクイナ、イリオモテヤマネコ、ツシマヤマネコ、
アマミクロウサギなど、絶滅危惧種の動物について、生息地を天然記念物に含めていないので、天然記念物や特別
天然記念物に指定されても十分な保護を受けていない。
　2003年に、外来生物法が制定された。外来種の増加によって、在来種の多くが姿を消しつつある。オオクチバス、
マングース、カミツキガメなどのように、外来種の多くは意図的に持ち込まれたが、セイヨウタンポポ、ムラサキ
ガイなどのように、いつの間にか国内に侵入したものもある。
　法は、二つの方法で外来生物による生態系への被害を防止する。一つは、すでに有害性が判明している動植物を
除去すること、二つは、生態系などに被害を及ぼすおそれがある疑いがある外来生物を「未判定外来生物」と名づけ、
個別の省令で指定するとしている。
　2003年にカルタヘナ法、すなわち「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」
が制定された。この法律は、生物多様性条約が、締約国に対し、生物の多様性の保全などに悪影響を及ぼす可能性
のある遺伝子組換え生物を安全に利用するための手続を定める議定書の検討を求めており、2000年には「バイオセ
ーフティに関するカルタヘナ議定書」（カルタヘナ：コロンビアの都市）が採択されて、わが国で、国内法として
制定されたものである。法は、遺伝子組換え生物等による生態系や健康への影響を防止するため輸入や使用などを
規制する。遺伝子組換え技術を利用したペットなどを海外で購入する場合なども法の適用対象となる。
　最後に、各地方自治体も文化財保護条例で独自に文化財を指定している。鹿児島県の文化財保護条例は、動物では、
イボイモリ、イシカワガエル、オビトカゲモドキ、オットンガエルなどを指定している。
　各法令に市民条項を設けていないので環境ＮＧＯや市民からの野生生物の保護を求める訴訟が困難となってい
る。
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５　自然の権利訴訟の総括
　2001年の鹿児島地裁の一審では、アマミノクロウサギ等の動物を原告として、ゴルフ場開発の許可処分の取消し
を求めたが、動物の背景には人間がいるとし、動物の言い分を本来の原告（人間）が代わりに訴えたという形で行
われたが、訴えは却下され原告敗訴となった。判決は、人間の開発行為に対する「自然の権利」を追認するとともに、
自然保護の意義に言及し、「自然人と法人の個人的利益の救済を念頭に置いた従来の現行法の枠組みのままで今後
もよいのかどうかという極めて困難で、かつ、避けては通れない問題」であると結んだ。2002年には、福岡高裁で
控訴審が行われたが、原告適格なしとして控訴棄却となった。
　アマミノクロウサギは、1963年に特別天然記念物に、また、2004年に国内希少野生動物種に指定されている。オ
オトラツグミは天然記念物で国内希少野生動植物種、アマミヤマシギは、国内希少野生動物種そしてルリカケスは、
天然記念物である。特別天然記念物と、天然記念物は文化財保護法で保護されており、国内希少野生動物種は、種
の保存法から保護される。人間の捕獲行為には法による厳しい制裁があるが、生息地の保護が十分ではない。奄美
の山々の一部は鳥獣保護区となっているものの、動物は森林伐採、林道建設、河川改修など生息地の開発行為によ
る影響を強く受けている。また、マングースや野生化したイヌやネコによる捕食も存続を脅かしている。
　この訴訟事件では、ゴルフ場予定地が私有地であり、特別記念物等の保護と個人の所有権に基づく開発行為のど
ちらを優先するかとの問題がある。裁判所は、個人の所有権を重視し開発行為を優先したと考えられる8 。民法239
条によると、野生の動物は「無主の動産」に当たり、所有の客体と解され9 、人が主で、動物が従という規定からも
明らかであるが、わが国の法制度が、動物と人ともに主と考える、共生の観点が抜けていることが、こうした判決
となっているとも考えられる。
　文化財保護法で特別記念物等を厚く保護するためには、文化庁は、当該動物と生息地等保護区の指定を同時に行
うことが望ましいと考える。生息地等保護区の指定が、全国的にみて余りにも少なすぎる。動物だけを保護しても、
生息地を保護しない限り、保護になっていないといっても過言ではない。
　事件の顛末は、裁判では、原告が敗訴したが、裁判に時間がかかり、景気も後退した結果、ゴルフ場の建設は見
送られた。また、2004年11月に文部科学省、農林水産省と環境省が「アマミノクロウサギ保護増殖事業計画」を発
表した。2003年の生態個体数は、奄美大島において2,000頭から4,800頭、徳之島で200頭前後と推定され、保護が本
格化してきた。すなわち、外来種等の分布状況等の把握及び対策、生息地の維持及び改善が行われるようになった。
参考文献
１．アルド・レオポルド　新島義昭　訳「野生のうたが聞こえる」東京書房　1986年。
２．ダニエル・Ｊ・ロルフ　関根孝道　訳「米国　種の保存法　概説」1997年。
３． アラン・ドレングソン　井上有一　監訳「ディープ・エコロジー　―生き方から考える環境の思想」昭和堂　
2001年。
４．淡路剛久　他編「環境法判例百選」別冊ジュリストNo.171　有斐閣　2004年。
５．環境法令研究会編「環境法六法　Ⅰ、Ⅱ」中央法規出版　2008年。
６．南博方　他編「条解　行政事件訴訟法（第３版）」弘文堂　2006年。
７．日本科学者会議編「環境問題資料集成　第７巻　環境政策・環境法制」旬報社　2003年。
８．山村恒年　他編「自然の権利」信山社出版　1996年。
９．環境省　他「アマミノクロウサギ保護増殖事業計画」資料　2004年。
8  山村恒年　他編「自然の権利」信山社出版　p.207。
9  日本科学者会議「前掲書」p.726。
